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世界経済 

図表１ 

企業の景況感（製造業ＰＭＩ） 

2015年 2016年
2017年
[見通し]

2018年
[見通し]

2019年
[見通し]

ＡＳＥＡＮ５ 4.8 4.9
 5.0

(+0.1)
5.3

 5.2
 (0.0)

新興国・途上国 4.2 4.1
 4.5

 (0.0)
4.9

 4.8
 (0.0)

中国 6.9 6.7
 6.6

(+0.1)
6.0

 6.2
(+0.2)

ユーロエリア 2.0 1.7
 1.7

(+0.1)
1.6

 1.6
 (0.0)

日本 1.2 1.0
 1.2

(+0.4)
0.8

 0.6
(+0.1)

先進国 2.1 1.7
 2.0

(+0.1)
1.9

 2.0
 (0.0)

米国 2.6 1.6
 2.3

 (0.0)
2.1

 2.5
 (0.0)

世界 3.4 3.1
 3.5

(+0.1)
3.7

 3.6
 (0.0)

ＩＭＦの世界成長率見通し（17/4月） 

（前年比、％） 

（注） 景況感のグローバルは、J.P.Morganグローバル製造業PMI。先進国は4か国・地域（米、欧、英、日）、新興国・資源国は17か国・地域（中、 
   韓、露、伯等）の製造業PMIを、IMF公表のGDPで加重平均したもの。成長率見通しのカッコ内は、前回見通し（17年1月時点）からの変化。 
（資料） IHS Markit（© and database right ＩＨＳ Markit Ltd 2017. All rights reserved.）、Ｈａｖｅｒ、ＩＭＦ 
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成長率と需給ギャップ 

（注） 需給ギャップは、日本銀行調査統計局の試算値。短観加重平均DIは、生産・営業用設備判断DIと雇用人員判断DIを資本・労働分配率 
   で加重平均して算出。 
（資料） 内閣府、総務省、日本銀行等 

図表２ 

実質ＧＤＰ 需給ギャップ 
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展望レポートの経済・物価見通し 
（2017年4月） 

（注） 2019年度の消費者物価指数は、消費税率引き上げの影響を除くケース。 
（資料） 日本銀行 

図表３ 

－ 政策委員見通しの中央値、対前年度比、％

実質ＧＤＰ
消費者物価指数
（除く生鮮食品）
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実質輸出 

（注） ＜＞内は、2016年通関輸出額に占める各国・地域のウェイト。 
（資料） 財務省、内閣府、日本銀行 
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企業収益と景況感 

（注） 企業収益は法人季報（金融業、保険業を除く）。業況判断は短観（全産業全規模）。 
（資料） 財務省、日本銀行 

図表５ 

企業収益 業況判断 
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設備投資 

（注） 建設工事出来高は、建設工事費デフレーターで実質化。2017年1Qは、1～2月の値。 
（資料） 内閣府、経済産業省、国土交通省、日本銀行 

図表６ 

設備投資一致指標 短観の設備投資計画 
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雇用・所得環境 

（注） 名目賃金の2016年度およびベースアップの2017年度は速報ベース。 
（資料） 総務省、厚生労働省、中央労働委員会、日本労働組合総連合会 

図表７ 

雇用環境 賃金 
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個人消費 

（注） 消費性向は、消費活動指数を2010年のGDP個人消費額で金額に換算して算出。 
（資料） 総務省、内閣府、経済産業省、日本銀行等 
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消費者物価 

（注） 消費者物価指数は、消費税調整済み（試算値）。 
（資料） 総務省 
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長短金利操作付き量的・質的金融緩和 

 
（資料） Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ 

図表10 

オーバーシュート型コミットメント イールドカーブ・コントロール 
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国民生活に関する世論調査 

 
（資料） 内閣府 

図表11 

日常生活での悩みや不安 悩みや不安の内容（94→16年の変化） 
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企業へのアンケート調査 

 
（資料） 内閣府、日本商工会議所 

図表12 

今後５年間の成長率見通し 
（企業行動に関するアンケート調査） 

賃金の引き上げを見送る・未定とする理由 
（商工会議所早期景気観測、17年3月調査） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12 14 16

（％） 

年 

2000年代 ： 1.5％ 

2010年～：1.3％ 

1990年代 ： 2.3％ 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

今
後
の
経
営
環
境
・  

経
済
状
況
が 

不
透
明
な
た
め 

 
 

 
 

 

業
況
の
改
善
が 

み
ら
れ
な
い
た
め 

社
会
保
険
料
の
増
加 

に
よ
り
会
社
負
担
が 

増
え
て
い
る
た
め 

そ
の
他 

（％ポイント） 

今
後
の
経
営
環
境
・ 

経
済
状
況
が
不
透
明 

な
た
め 

業
況
の
改
善
が 

み
ら
れ
な
い
た
め 

社
会
保
険
料
の
増
加 

に
よ
り
会
社
負
担
が 

増
え
て
い
る
た
め 

そ
の
他 


